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　よく知られるように，公共財（public　goods）については，私的財（private
goods）の場合とちがって消費者は真の選好（true　preference）を表明しよう
とはしないと考えられている。なぜならば，確実に提供されしかも他のすべ
ての消費者と等量利用できることがわかっておれば，誰しもが自分の負担を
できるだけ少なくしょうとするから正直に自分の選好を表明しようとはしな
いのである。このように消費者が真の選好をかくそうとするかぎりにおい
て，公共財について最適な資源配分を市場において解決することは困難であ．
ロ　
る。これが市場の失敗（market　failure）といわれるゆえんである。市場経済
学の限界もそこに見出される。小論の目的は，公共財あ提供に不確実性
（uncertainty）の要因を導入することによって，消費者個々人に真の選好を
顕示させることができるかどうかにある。いはば，公共財の需要面について
の分析であるといえよう。
　さて，あらたまって公共財とはなんであるか，という問いを発してみるζ
とから始めよう。公共財の定義なるものは，ある意味ではむつかしいともい
える。公共財と一口にいっても，私的財とは明らかに対置できるような純粋
　　　　　　　　　　　（2）公共財（pure．public　goods）から，私的財の性質をも一部分兼ねそなえだ混合
　　　　　　　　くの財（mixed　goods）にまで分類することができ，その間にはっきりとした境
界線をひくことが困難だからである。しかしながら，程度の差こそあれ，い
（1）投票制度（voting　system）も，消費者に選好を表明させる上で有効な代替的方法
　であると思われる。しかし，それは政治的プロセスをふまなければならない。
（2）純粋公共財の例として，ミ国防ミ　（national　defence）がよくあげられる。
（3）’これは，またambiguous　goods，　i煎ermediate　goodsともいわれる。
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やしくも公共財と呼ばれるものが，すべて共通してもっている不可欠な性質
について論ずることは可能である。われわれがいま，問題にしているのも，
この域をでないものである。
　公共財の定義については，学者の間でもいまだ統一をみていない現状であ
る。Buchanan，　Mishan，　Musgrave，　Samuelsonその他によって特徴づけら
．れたいくつかの興味ある定義がある。しかしながら，これらの定義は，すべ
て互いに独立したものではなく，どちらかといえば，公共財が共通してもつ
性質の重点をどこにおくかで異なっているにすぎない。したがって，同じ公
共財を扱うにしても，その分析目的によって別の定義をとった方がむしろ好
都合の場合さえみいだされるのである。なかでも筆者は，　Musgraveの定
くの
義が一応妥当なものであろうと考えている。その根拠は次のようである。彼
は公共財を二つの側面から特徴づけたのであるが，一つは「‘消費における非
競合性’（non－rivalness　in　consumption）であり，他は‘消費からの非排除
性’（non－excludability　from　consumption）である。前者は，　Samuelson
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くら　のいう‘消費の正の外部効果’（consumption　externality）と同じ意味であ
って公共財がすべての消費者に同時に満足を提供しうることを意味し，形式
的には同一の財が変数として，複数人のそれぞれの効用関数の中に同時に入
ってくることをいうものである。しかしながらこの性質は，公共財の市場的
解決を不可能にする要因ではないのである。とのことは，消費の外部性とい
　　　コ　　　ゆう性質のみをもちあわせているNHK放送を考えてみられるとよい。この例
では，より重要な性質一排除不可能性一を欠いているがゆえに現に料金
を徴収しているということである。公共財を定義するには，この後者の性質
が重要なポイントになっていることに注意しておく必要がある。私的財が，
消費において排除的（apPropriable　or　excludable）である一供給された
（4）　Musgrave，　R．　A．　（3）　pp．126－129．
（s）　Samuelson，　P．　A．　（4）　pp．107－llO．
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総量を消費者の間で分割して，各消費者が供給量の一部分を専有的に利用す
る一のとそれは対照的である。
　消費者が公共財需要について，真の選好を示そうとはしないそもそもの理
’由は，まさにこの非排除性という財そのものの特性が，実は，もう一つのより
重要な要因一公共財提供における，消費者の暗黙の確実性一と結びつけ
て考えられていることにあると思われる。そこでわれわれは公共財提供に不
確実性の要因を考慮に入れようと思う。そうすることによって確率の概念を
導入しながら，消費者の費用負担割合について論じることができる。公共財
需要について消費者は真の選好ないしは，それに近似しうる選好を表明する
ようになるのではないかと考えたいわけである。
?
　いま，政策当局が公共財を追加一単位だけ増加させるかどうかを決めよう
としているとしよう。さて，この公共財が場合によっては，必ずしも確実に
・提供されるとはかぎらないといったような不確実性の要因を導入するなら
拭，消費者はいかなる行動をとるであろうか。このことは，われわれにとりき
わめて興味のある問題である。そのとき各消費者は，彼の期待効用（expected
：utility）一効用の期待値一が最大になるように消費計画をたてるのであ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くのり，各個人は，それぞれの主観的確率（subjective　or　personal　probability）
にもとづいて，その追加費用の一部分を負担することになるのである。以
下，単に確率というときは，この主観的確率をさしている。ただし，意志決
：定案（d㏄ision－lnaker）としての消費者は，みずからの確率以外には不：確実
’性に対して，まったくなにも知らない場合，いわば情報量がゼロの場合にお
ける選択に関係しているbもとより，消費者どおしの交渉はなく，互いに独
立に意志決定を行なうものと考えられている。
・（6）ここにいう主観的確率とは，意志決定者（ここでは消費者）が任意にきめうる主観
　的な確率であって，客観的な性質を何らもつものではないことを断わっておく。
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　不確実性が導入されたとき，期待効用の最大化という消費者行動の論理は
よく知られているが，これを公共財の需要の理論に明示的にとり入れたのは，
　　　　　くりR．F．　Hoffmanである。以下で展開するモデルは，彼のideaをとり入れなが：
らも，彼のモデルを修正ないしは拡張した別個の形で展開していくことにす
る。
　さて，われわれの興味のまととなるモデルは次のようである。消費者は，
二人（rational　persons），それをj（j＝1，2）で表わそう。いま，公共財一
として，2入の消費者を対象とした公園を一つ増加させるかどうかを決める
ものとしよう。そうして，政策当局は，公園をつくるのに必要な費用額を消
費者に通達したとしよう。そのとき，各消費者は，公園を増やすにさいし，
その通達された必要な費用分に対して，どれだけの個人の費用負担をあえて’
する用意があるかを決定しなければならない。ここでわれわれが想定してい
るとおり，公園の提供に不確実性が含まれているのであるから，各消費者が
申出る費用負担の割合（以下，これをoffer　shareと呼ぶ）と主観的確率と
の間には，はっきりとした相互関係があることになる。一方，もし公園あ提
供が，まったく確実である，すなわち，確率が1に等しい，と考える消費者
は，ゼロのoffer　shareを申出ることになろう。なぜならば，確実に供給．ｳ
れるものと考え，しかも公共財の特性から1他の消費者と同時に同じだけ利
用できることがわかっているのであるから，何の犠牲も払わずに，ただ乗り
（free　rider）をもくろむことができるからである。
　いま，消費者j（j－1，2）は公共財（公園）一単位の増加からBjに等し
い便益（Benefits）が期待できると考えているとしよう。ただし，　Bjは，貨
幣タームで測られるものとする。また，消費者は，期待効用が最：大となるよ
うな確率とてらしあわせてα」なるoffr　shareを申しでるものとしよう。い
（7）　Hoffman，　R．　E　（2）pp．　i25－130．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　くのま，Cを公園をつくるのに必要な総費用とするならば，α」Cは個人jの負担
額となり，また個人jは貨幣額で　（Bj一αjC）に等しい純便益をかく得す
ることになる。しかし，以下の分析では，われわれは，消費者の効用Ujが，
この純便益にではなく，われわれの意味での費用・便益率（cost－benefit　ratio）
に依存するものとしてみよう。すなわち，個人」の費用・便益率は，αjC／Bj－
pと定義され，ρ≦1となるものが，消費者の選択の対象となるのである。
関数で
　　・j＝＝f（・、C／B、）一f（P）
と表わされる（9O）ｽだし，d・・／d，〈・である．したが。て，瀕者にと。て
は，ρが小さいほど望ましいわけである。いま，ρ≧1であれば，Uj＞0であ
るとし，Uj＞0となる確率をPiとしよう。反対にρ＞1ならばUj＝0であると約
束すれば，Uj－0となる確率は（1－Pj）となろう。さて，最終的に実際に消
費者が負担するoffer　shareαj＊はどのようにして決められるのだろうか。
そのためには次の過程をふまなければならない。まず，Bjが与えられると
消費者は効用の期待値が最大になるようなPjを定めるものとする。しかる
のち，Pjとαjとの関係からαj＊を決定するのである。ここに効用の期待値
（expectation）とは，
　　E〔・、）一E〔f（・、C／B、）〕一E〔f（ρ）〕
をいう。これはまた，期待効用E〔Uj〕として，
　　　　　　　　　　E〔Uj〕一Σf（ρk）Pj－P」・Uj
　　　　　　　コむ
とかくことができる。ただし，忌中のρk（k－0，1）は，ρo（≦1）およびρ1（＞1）
を意味するものと考えられよ。いま，
　　α」；ψ　（Pj）
（8）Cをこの場合における公共財の供給価格（supply　price）とよんでもよい。
（9）Hoffmanは，われわれとちがい，　uj；f（Bj一αjC）を採用する。〔2〕P．127，
m51　H
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とおいてみよう・ただ・儲く・とす・・すなわち…は・・の減少麟
であると考える。そうすると，期待効用について
　　E　（uj）　一　pj　・　uj　一　p｝　・　f　（aiC／Bj）
　　　　　　　　　1蕪1隣1　
である。したがって，結局
　　uj－g（gp　（pj）　）
となる。これから，UjはPjの関数になっていることを知る。消費者1は，
E〔U」〕が最犬となるようなPiの値はいくらであるか，をまず決定しなけれ
ばならない。すなわち，PjについてE〔Uj〕の最大条件を求めるならば，
　　dE　ifuj）　　　　　　　　　　　　　dg（op（pj））　　　　　一9〔ψ（Pj）〕十Pj　 　　　　　　　　　　　　　　－o　　　dpj　　　　　　　　　　　dpj
　　　　　dg（op（pj））
．・
D　urrgi（zg　ii：iZ2q（：j））　＝1　（＊）
　　　　　　一pMj
をうる。この最後の式（＊）の経済的意味は次のようである。確率の相対的変
化（分母の項）に対する効用の相対的変化（分子の項）の割合すなわち，効
用の確率に対する弾力性が1に等しい，ことこれである。マイナスの符号
は，P」とg〔g（Pj）〕とが互いに反対方向に作用するから，付いているものと
考えてよい。　したがって，Pjと9｛9（Pj）｝←Uj）との関係を，図（2）のような
右下がりの直線であると考えたとき最大条件㈹を満たすような直線上の点
はT（HIの中点）である。いま，最大条件を満たすようなP」の値をPj＊と
しよう。またPjとαjとの関係式α」＝if（Pj）が図（1）に示されるような形のも
のであると想定しよう。すなわち，Pjが大きければ（小さければ）αjは小
さくなる（大きくなる）関係にある。ただし，0＜Pj≦1である。
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　さて，図1の下半分，すなわちPjとα」との関係をj＝・　（1，2）の2個人に
ついてまとめた図（3）をとりあげてみよう。
　図において，個人1について，確率がp＊1のとき彼は，offer　shareα＊1を
選ぶだろう。一方個人2について，確率がp＊2のとき彼はoffer　shareα＊2
を選ぶだろう。したがって，一般にα」＊Cを消費者」の当該公共財に対する
需要価格（demand　price）と呼ぶことができ，このような需要価格が消費者
の数だけあることになる。われわれのモデルでは，消費者は2人であるか
ら，2入の需要価格の合計が公共財の供給価格＝（総費用）に等しいかどう
かが固題となるわけである。公共財と私的財とのちがいは，ここにもみられ
るのであり，いみじくも‘‘in　the　case　of　private　goods　every：one　faces
　　　　　　　　　　　　　　　－53一
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the　same　prices　and　each　person　chooses　a　different　bundle　of　goods，
while　in　the　case　of　public　goods　everyone　chooses　the　same　bundle　but
　　　　　　　　　くエのfaces　d童fferent　prices”の指摘は注目に値する。当初の仮定にしたがい，α＊j
についてはαもC／Bj（一P）が1以下になるような場合に限られることはいう
までもない。pが1をこえる．ようなα＊jは考慮の対象からはずされる。さて，
えられたα門がいま，p≦1を満たすようなものであるとしよう。図（3）にお
いて，α＊1，α＊2についてみれば，
　　1＞α＊1＋α＊2
であるから，すなわち，需要価格の合計が供給価格を下まわるから，この場
合は，その不足分ol　olについて，さきと同じ手続きをくり返すことができ
る。したがって，期待効用
　　恥・〕．一，、・・u、・一，、・・f〔（・、・＊＋・、・）C／B、S”）
　　　　　　　　　＝Pj2・f（P）
（lo）　Foley，　D．　K．　（1）p．68．
（ll）この式において，α＊j1はいまや定数として扱うことができる。
一54一
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　　但し，文字右上の数字（1，2，……s，……，n）は，手続きの
　　回数（stage）を表わすものとする。
が最大となるようなPj2決定することになる。
　　群」2鳳ψ（Pj2）
が成り立つから，まえと同じようにして
　　E〔ui2〕＝pj2・f〔k（α」1＊＋αj2）〕＝pj2・g（αj2）　ただしk＝C／Bj
　　　　　．，．　pj2　．　g（ip　（pj2））
をうる。以下，最大化条件を満たすPj2＊およびα」2＊の値は，先と同じやり
方で求めることができる。一般に有限n回くり返したとき，
　　　　　　　　　　　　　n－1E（u」”）　＝pj，n　．　ujn．，．　pjn　．　f（　g，；iajS＊＋ctj”）C）
　　　　　　　　　　　　　　　　Bj
　　　　　　　　　け　ユ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　一pjn・f〔k（Σα」s＊＋αjn）〕＝pjn・9（αjn）　ただし，Σαjs＊＝const．
　　　　　　　　　s＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　s＝　1
　　　　　＝Pjn・9〔ψ（Pjn）〕　∵αjn＝ψ（Pjn）
が最大となるようなPjn＊，さらにαjn＊を決定することになるわけである。
しかし，このくり返しの回数nは，公共財の提供を担当する政策当局の状況
判断にまかせるのものと考えるのが，この際妥当であり，必ずしも公共財の
提供が実現するまでくり返されるとは限らないだろう。このことは，十分に
大きい回数nにかかわらず，各消費者のoffer　shareの合計が，結局1に満
たないときには，公共財の供給がついに実現しないことが十分にありうるこ
とを示している。しかしながら，とくに状況からかんがみて，便益Bjが大
方，十分に大きいと予想されるときは，このかぎりではないかも知れない。
　また，もし，各個人のoffer　shareの和が1以上であれば，そのときはど
うなるか。まず1に等しいとき，2人の需要価格の合計がちょうど供給価格
に等しくなるから，過不足なく公共財の提供は実現する。一方1より大きい’
とき，もちろん公共財は提供される。これは図（3）に示されるような超過分が
発生するケースである。この場合，その超過分は，別の機会の公共財供給の
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資金源としてリザーブしておき，不足分が発生したときにそれを一部充てる
ようにすることもできよう。
皿
　公共財の提供が確実になされるものと消費者が思い込んでいるかぎり，消
費者は，真の選好を表明しない。これまで考察してきたように，ひとたび不
確実性の要因と便益Bjを考慮に入れたならば，消費者は公共財の需要につ
いて，真．の選好を表明せざるをえないことが十分に推測されるのである。
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